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現代世界経済研究を振り返って
ー一回顧と残された課題—
杉本昭七
はじめに
木田和雄教授を偲ぶ論文集への寄稿を依頼されてから随分日数が経った
が，それにふさわしい論題を選ぶのに，なかなか決心がつかず長い間苦慮せ
ざるを得なかった。まず，私と教授との係わりは次のようなことであった。
木田教授は，京都大学大学院で私より 1学年上で経済史を専攻されていたの
だが，何故か故松井清教授の世界経済ゼミナールに数年間出席されており，
共に学んだ。今と異なり院生の数も少なく，木田教授の明るい率直な性格も
あって，すぐに親しくなった。この頃の印象としては，教授の並外れた英語
の読解力がある。その後私は関西大学商学部に助手・講師としてお世話にな
ったが， そこでも教授は 1年先輩として研究教育に熱心に携わっておられ
た。その上研究対象が， 教授はラテンアメリカ地域， 私はソ連・東欧地域
（当時）で，国際経済関係の研究として共通性があったことが，私達を更に
近づけた。私が職場を京都大学に変えてからは，日本国際経済学会での接触
が主要な場となったが，教授の民主主義を尊重される生き方には，以後も絶
えず励まされるものがあり，また教えられてもきた。
私はこの機会を借りて，自らの研究の振返りを行う事を決心したが，それ
に至る迄にはかなりの遂巡を余儀なくされた。なぜならこれまでの研究の成
果が乏しいことを自らが一番知っている上に，もともとこの様な作業は，個
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人的に密かに行う性質のものであろうからである。しかし次のような思いを
捨て去ることが出来なかった。
言うまでもなく各個人研究者の問題意識および研究対象は，その研究者が
育った時代の世界と日本の政治・経済・社会・イデオロギー状況と，それま
での学界における研究業績の蓄積とによって大きく規定される。木田教授が
去られた今，私も共通する分野に関心を持ち， 1950年代半ばから研究生活を
始めながら， 40年にわたって同じ時代を駆け抜けた者の一人として，ここで
自らが行なってきた研究に一定の振返りを行う事も，その時代の経済学研究
者群像の一部の位相を知る上で無駄ではあるまい，と。
この様な作業は，出来得れば教授の生前にお互いに行ない，相互に成果を
確認し不十分だった点を明確にして，更に前進するための糧とする為にこそ
必要な性格のものであるが， 今となっては望めなくなってしまった。従っ
て，以下本稿では，一方的に私のその折々の研究関心とそこで明らかにした
事，また不十分だった論点等を時代を追って（一次的で暫定的なまとめにな
おとどまるが），整理してみようと思う。木田教授の業績についても， いつ
の日か同様な作業が誰か更に研究領域を共通にする研究者によってなされる
事を私は期待している。
私のこれまでの研究過程は大きく 4期に分割できそうである。
1. 『現代帝国主義の理論』（青木書店） 1968年刊行まで
1958年に修士課程を終えてから68年に上記の本を纏めるまでが私の研究の
第一期に当る。現代世界を分析する方法論の確立期と言える時期である。当
時の論文を振返ってみると，研究テーマは，①東ドイツの雑誌論文に依拠し
た社会主義国際関係における貿易原理の研究（資本主義国際経済との違いを
明らかにする）， R日本資本主義分析における世界市場・国際関係の位置づ
け（旧講座派の場合）， ③マルクス主義の立場での第二次大戦後の「現代資
本主義」の把握，の 3者からなり，これらを一定の時期的ずれを伴いながら
現代世界経済研究を振り返って（杉本） (213)49 
も，ほぽ同時に追求するという苦しみを自分に課している。
これらの中で，結局自らの見解を持ち得たのは，第3のテーマについてで
あった。当時マルクス経済学者の「現代資本主義」アプローチには， 1)マ
ルクス「経済学批判体系プラン」（資本・土地所有・賃労働；国家・外国貿
易•世界市場）に沿って上向する事で現代資本主義把握が可能と見る見解，
2) レーニン「帝国主義」の基本論理をそのまま適用する流れ， 3)原理
論・段階論・現状分析の 3階梯で歴史を区分する「宇野学派」とがあった。
これらの内， 2)は（日本の学者の他， ソ連の学者に代表された）， 国際間
の経済の不均等発展が列強諸国間の矛盾・軋礫の激化をもたらすと説くのだ
が，現実に進行している米・欧関係，特に米・日間の政治経済の実態また実
感と著しく乖離しており，私には教条的にしか見えなかった。 3)について
は， 1917年のソ連社会主義革命以降を「現状分析」に属させる方法は，歴史
過程と理論との相互関係の把握方法において引っかかりを感じさせ（余りに
も抽象的な理論展開と現実事象との距離の大きさ）， 同時に， 国家独占資本
主義論（この概念の強調と適用は宇野学派の一部だけではなかったのだが）
による歴史の段階分けになじめず，深入りをためらわせた。そこで 1)のマ
ルクス経済学批判体系アプローチであるが，これに対しては二つの点で疑問
を感じざるを得なかった。① （この立場は当時，正統派マルクス主義者と呼
ばれる研究者が多く採用していたのだが）マルクス・プランにおける論理展
開の最終領域（＝私は最終範疇という言い方をしたのだが）は「世界市場お
よび恐慌」となっている。このことは，マルクスが分析した時代の資本主義
の1つの有機体としての全矛盾が，世界市場恐慌として現出していたことに
規定されていたのではないか？ レーニン『帝国主義』が分析した古典的帝
国主義段階では，資本主義の病弊は既に発現形態を変え，帝国主義戦争とし
て噴出しているのであるから，ましてマルクス・プランを展開することで第
二次大戦後の世界経済の構造とそこで働く経済法則を把握することは出来な
いだろう。R多くの研究で論理展開が分析的（＝現実からの下向過程）では
なく，演繹的（＝論理の上向）に行われていること。これらの点に関して，
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見田石介教授，置塩信雄教授を含んで私の問題提起についてのシンポジウム
が開かれたことが鮮明に思い出される（見田教授は一篇の論文として議論を
整理され若輩の私を励まされた）。 さらに当時の現代世界経済分析の概況に
ついて付言すれば， 社会主義を名乗っているソ連では， 政治的性格の強い
「全般的危機第三段階論」（それ自体， レーニン時代の見解と比して主銀的
になっている）と古典的帝国主義段階に分折上意味を持っていた不均等発展
論が用いられているに過ぎなかったし（この私の1966年に発表した「全般的
危機第三段階論批判」論文は，我国で始めてのソ連の現代資本主義論批判で
あった），中国では，毛沢東の「矛盾論」「実践論」を適用した，政治的思惑
を前提とした実用主義的・主観的「中間地帯論」がわずかに主張されている
有様であった。
上記のように，マルクス， レーニンの資本主義分析の方法から，資本主義
の歴史過程と論理の性格とについて仮説（マルクスのプランは上向していっ
ても19世紀の世界市場での矛盾の集約点が得られる以上ではないこと。同様
にレーニン「帝国主義』は20世紀前半＝第一次•第二次世界大戦の必然性を
論理化した意義を持つが，それ以後の歴史には適用できない）を設定した私
の次の作業は，当然のことながら，現代世界経済の実証研究に取り組むこと
であった。
2. 『現代帝国主義の基本構造』（大月書店） 1978年まで
実証研究で一定の成果を出すに至るまでには 5年の年月を必要とした。ま
ず第 2次資料を用いて，現代世界経済の諸問題に関する先学の研究から学ぶ
ことを始めた。同時に，新聞を初め各種資料の収集と切抜き作業等，研究の
初歩的学習から始めた。（余談だが， この間， 苦しみが増幅される環境が私
の周辺に生じていた。それは私の属する研究所において当時，特殊な業績主
義を制度化する動きが急速に強められ，事実適用されていたからである。レ
フェリイ制度を持つ雑誌に掲載したペイパー以外は「論文」とは見なさな
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ぃ。論文数によって次年度研究費を査定する等々，最近年の各大学で広がっ
ている業績数量主義の極端な悪しき先例である）。
私が 1次資料を用いて，自らのファクトファインディングを行い，論文と
してまとめたのは， 1974年に発表した「企業内世界分業の発展と在外子会社
の地位」及び同年の「東欧コメコン諸国の国際分業構造について」であっ
た。前者はアメリカ商務省が1971-72年に公刊した “U.S. Direct Invest-
ment Abroad-1966"のデータを用いて，多国籍企業の世界に広がる同系企
業内の世界分業・世界貿易水準の推計（製造業では企業内世界取引が平均
47.7彩の高さに達していること）， 取引内容からみてそのネットワークは流
通過程ではなく生産過程で広がっていることに特質があること，多国籍企業
の親会社を頂点として先進国立地在外子会社，途上国立地在外子会社とヒエ
ラルキー構造を持ち，前から後へとそれぞれ貿易収支超過を示しているこ
と，多国籍企業は在外子会社との取引で国際収支上黒字を計上している，等
であった。これらのことによって私は，現代世界経済の代表的企業＝多国籍
企業の集積水準を示すと共に，これらの構造を持つことによって，古典的帝
国主義時代の独占資本・寡占資本とは異なっていることを検出したのであっ
た。 この作業にとりかかってから 1年が経過していた。（この論文発表直後
私は， 国際的企業内取引に関するカナダのトロント大学の秀れた経済学者
G. K.ヘライナーの論文 ‘ManufacturedExport from Lessdeveloped 
Countries and Multinational Firms'The Economic Journal, March 
1973を読むこととなり， 81-2年に掛けてのトロント大学への研究留学へ
とつながる）。付随的に述ぺると， 企業内世界分業・企業内国際取引等の概
念は現在頻繁に使われているが，当時は用いられていなかったので，私の論
文が初めてであったかも知れない。
「東欧コメコン諸国の国際分業構造について」は， ソ連の貿易統計年鑑
BHelllH碑 ToproBJIHCCCPの1966年ー71年迄をにらみ整理した結果である。
ここではソ連と東欧各国間の国際分業構造（及びそれとの比較の為にコメコ
ン諸国と資本主義先進国・発展途上国との貿易構造），を商品 7桁分類を利用
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して析出したが，その際商品を 5項目に大分類する事で（①機械及び設備，
②燃料・鉱物原料・金属，③植物性・動物性原料・食品，④消費物資，⑤化
学製品・肥料・ゴム・建設資材）コメコン分業構造を明らかにする事を得
た。とりわけその中では，六ケ国（東ドイツ，チェコスロバキア，ボーラン
ド，ハンガリー，ブルガリア，ルーマニア）とソ連の貿易構造が，ソ連から
の②の輸出，ソ連の①④輸入であること，そのうえ経済発展水準の高い国ほ
どそれぞれの出入超巾が大きいことを析出したこと，機械・設備の国際分業
構造について， 5桁分類を利用して，クレーン，鉄道用車両，自動車，農業
機械で分業の型の検出に成功したこと，またソ連のみは全領域を自国でまか
なうことを基本とした上で，国際分業を主導していること，が挙げられる。
この仕事が一段落すると私は，直ちに対アメリカ直接投資の実態把握に向
かった。丁度商務省から1974年に “ForeignDirect Investment in the 
United States" 9巻が公刊され， 分析が初めて可能になったからである。
この成果は「対米直接投資と寡占間競争」『経済論叢.]1975年7• 8月合併
号，に掲載したが，特徴的な点は，アメリカ企業と諸外国の在米子会社の活
動の間には全体として補完関係という格差構造があり，その枠内で一定の分
野に競合関係が内包されていることであった。その上でこの後者の場合にの
み， 寡占間競争が行われており， 「国際相互浸透」といいうることを主張し
た。そのことによって私は，現代世界経済の構造形成を，先進資本主義諸国
間の直接投資の「相互浸透」としてみる国内外の有力な研究に異論を唱えた
のであった。またこの対米直接投資分析から，世界経済の統合化は相互の直
接投資の活性化を通じて進展することを同時に確認したのであった。
実証研究の流れとしては，更に， 1977年に関下 稔教授との共同研究とし
て著した「現代アメリカの貿易構造—-Foreign Commerce and Naviga-
tion of the United States-1965 の検討一~が続く。この作業を行うに
あたっては，南 克巳教授による先行研究の検討に，とりわけ教授がアメリ
カ産業構造分析に際して，伝統的な二部門分割に加えて新鋭重化学関連＝ 1 
B部門を設定されたが，それが貿易面で検出できるか否かに一つの焦点を当
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てた（この膨大な作業は殆ど専ら関下教授によってなされた）。現代におい
ては貿易は直接投資に先導されまた規定されているため，貿易統計の検討か
ら得られた結果は，世界経済の動的な運動結果を商品レベルで静的に捉えた
に過ぎない。また現代のように企業内世界分業が大きく進展している世界経
済の条件下では，国を単位としたこの種の分析は，世界経済の実態を歪曲し
て示さざるを得ないという根本的な弱点を認識した上で，次の諸点を我々は
主張した。①世界に新しい分業構造が形成されている。最新鋭重化学工業に
優位を持つアメリカ，在来型重工業に優位を持つ西欧・日本，工業化の進展
が著しいカナダ・発展途上国，という三重構造の存在と発展。その際， lB部
門突出のアメリカ経済は， lA部門や消費財・燃料部門の世界大での発展を
不可欠のこととして，世界中の工業化の進展を要求していること，そしてか
かる重層構造における角逐が各国の経済構造と矛盾の在処を規定している。
この傾向はまた必然的にカナダ・メキシコという近隣諸国をアメリカ経済の
有機的一部に転入する事になろう。Rこの三重構造の承認は，貿易理論にお
けるプロダクトサイクル論の説く比較優位分野の継起的移行説の否定を意味
している。何故なら現存する世界構造は国際分業の構造的定在を主張してお
り，各国の担当部門・分野の重要度と依存度の違いこそが現在問題であるか
らである（但しプロダクトサイクル論を1966年に提唱した R.Vernon 自
ら， 71年 “Sovereigntyat Bay"において， 企業の世界探査能力の発展に
よってプロダクトサイクル理論は妥当しなくなったと疑問を提示しており，
我々の主張が初めてではない）。その後80年代になって lB主軸のアメリカ
経済に黄昏が訪れ，新たな構造形成へ世界は向かうこととなったし， 90年代
に入って経済統合化の流れは， NAFTA,EUと加速している。
1970年代私は上記のように実証作業に集中したが，新たな理論枠の設定に
も試行錯誤の日々を送った。その軌跡は『現代帝国主義の基本構造」第6章
に痕跡を残している。それは「世界的統合化」をキイワードとするものであ
ったが，特にフランスの政治学者N.プーランツァスに注目した（拙稿「現代
世界経済の統合過程と国家」『講座：現代資本主義国家 (1)」大月書店1980
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年参照）。彼の分析の環は， 個別企業レベル，産業レベル， 国家レベルのそ
れぞれの論理段階でアメリカを頂点とした世界的な統合化の進展を注視して
いること，アメリカに他の資本主義国とは異なる経済上・政治上の位置を与
えていること，分析の始発に生産と資本の集積の現段階性をおいているこ
と，にあったが，それらの視点は私の問題意識と一致していたからである。
以上の実証研究の結果を中心として私は『現代帝国主義の基本構造』を構
成した。なおこの時期の研究として忘れられない事柄がある。それは拙稿
「日米繊維交渉と沖縄返還」をめぐってである。 1971~72年にかけてこの問
題が日程にのぽっていた折りに両者の関係を追求していたのだが，そこでの
結論を論文としては公表しないで， わずかに中間報告として経済研究所の
「デァスカッションペイパー」 (1972年8月）にまとめるに止めていた。公
表に躊躇したのには理由があった。というのは，具体的な経過を追う中で私
には，アメリカが余りに露骨に双方を結び付けて取引し（交渉場所は異なる
に係わらず），繊維交渉に圧力をかけていることが判ったが，当時の私には，
政治的でかつ長期的な影響を持つ沖縄返還と，重要な係争点とはいえ，経済
の一過的部分的問題に過ぎない繊維交渉とが，それ程までに外交上結合させ
られているとの認識は，もしかすると自分の政治主義的理解によるものでは
ないかと評ったからである。しかしかかる関係の存在は， 70年代末になって
アメリカの学者によって解明され， 日本においても問題視されるに至った
（例えば， I.M. Destler, The Textile Wrangle, 1979)。沖縄返還をたた
える大合唱の今にいたる常識を考えるとき，その時の躊躇が悔やまれてなら
ない。
3. 『多国籍企業はどこへ導くか一ーナショナルなものの
弱体化と統合世界の形成一ー』（同文舘） 1986年まで
80年代に入っての私の研究は，第 2期の実証作業の継続，論点の細分化と
国別分析，理論枠の確定が関心の主題を成す。
現代世界経済研究を振り返って（杉本） （219)55 
実証の継続作業としては，アメリカ製造業多国籍企業の世界的展開を，ァ
メリカ商務省『1977年海外直接投資センサス」 (U.S. Direct Investment 
Abroad 1977, April 1981)によって行った。それによって1966年時点から
の変化を検出する事にした（企業内世界貿易水準は53.2%と66年水準より上
昇を示していた）。これに係わって同時に， G.K.ヘライナーによる企業内
貿易 (Intra-FirmTrade) についての研究の再読を行い， L．A. Jレポの
1966年と70年についてのアメリカ多国籍企業世界網の実証作業の結果を点検
することで，自らの実証結果の客観性を確認した。
「細分化」にかかわっては，資本・技術・経営の三位一体として通常捉え
られる直接投資を構成要素別投資への転態の進展という角度からタイで得
たデータと F.キルヒバッハの学位論文を利用して主張した。 この問題は
C. Oman, New Forms of International Investment in Developing 
Countries, 1984.が提起している「資本非所有の投資の新形態」に関係す
る側面を持つ。またタイヘの直接投資に発展途上諸国からの共同投資がある
ことを検出したが，これは国際間華僑共同投資の分析の出発点になるかもし
れない。国別分析では，シンガボールのニックス化の条件，中国直接投資導
入政策，ハンガリーにおける資本主義国企業との合弁実態，台湾における日
系企業と米系企業との行動比較，カナダにおける日本企業の在外子会社の現
状，をそれぞれ自らの資料収集により行った。その意味ではこの時期は，私
にとっては現地調査に基づく論理化という新しい研究方法に修熟するための
試行過程でもあった。
理論化の課題は私にとっては， 依然として， 「世界経済の重層的統合」視
角にあった。 この場合， 「重層性」には二義あり， 1つは企業・産業・国の
経済構造上の重なりであり， 今1つは， アメリカ， 西欧・日本， ニーズ諸
国，発展途上国という国レベルでの重なりである。そして「統合化」とは，
企業・産業・国の各レベルで地域的・世界的統合が漸次進んでいく方向づけ
を含意している。その際これら全体の起動因として，多国籍企業を私は設定
しているのである。この過程は経済関係においてのみ「ナショナルなもの」
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の漸次的衰退が始まるだけではなく， EC,EUの展開経過にみられるよう
に，政治における変容をも含意している。
4. 1980年代末葉から今日にかけて
ここに至って，研究は停滞期と言わざるを得ないのは恥かしい限りである
が，客観的・社会的条件もこのことと無関係ではない。 1980年代中葉より第
二次大戦後40年間存在した二つの体制の枠組みが大きく揺らぎ始める。それ
は89~91年にソ連・東欧社会主義国の体制崩壊という決定的な結末に導く。
この資本主義制度•原理に対抗する力の減衰・消滅に直面して，私は再度研
究の立脚点を確立する必要に迫られたからである。世界経済に関して解決し
なければならない個別の専門的テーマ・課題は，いうまでもなく数多く存在
している。しかし私には，世界経済の全体像が見えないままに個別のテーマ
に集中することに抵抗感があった。また中国もベトナムも資本主義の市場と
資本，国際機関への依存を急速に深めている。この様な世界経済の現実に直
面しての私の第 1のテーマは，今からの「ボスト冷戦」期を，資本主義の歴
史と経済学の論理構築との関係でどのように設定するかにあった。言い換え
れば1960年代に研究者の道に入りかけた折りに抱いた疑問の，内容を変えて
の再発である。
私は「ポスト冷戦の世界経済構造――—多国籍企業の経済力とその歴史的位
置づけ」『経済と社会(1)』（1994年10月）で，次のように問題をたててみた。
資本主義の歴史を次の四期に分割する。即ち，企業の主体が機械制大工業で
あり，競争の中で資本の有機的構成を高めながら，海外市場を広げることで
世界市場を漸次形成し，その際，資本主義の病弊が周期的過剰生産恐慌とし
て現われる「産業資本主義段階」を第一期，ついで1850年代後半の最初の世
界市場恐慌以来，周期的に繰返す恐慌の中で，地球上の領土と資源を各国資
本は取り込み続け，また市場として利用していくが，現実の問題として，処
女地は20世紀の掛かりには消滅し，その後は再分配が課題となる。他方，資
現代世界経済研究を振り返って（杉本） （221)57 
本主義発展の原動力たる企業の蓄積は，有機的構成高度化の過程で産業別に
独占企業（＝寡占企業）を創出していき，その寡占企業による産業支配の過
程もほぽ同時期に完了する。ここでの企業主体は寡占企業で，寡占に基づく
支配と寡占間競争が経済活動の主軸をなす。そして各寡占企業は政府の支持
の下，経済利益を求めて植民地の再分割に乗りだす。そしてそのためには，
より強力な兵器が必要であり，兵器開発競争と軍備の維持が恒常的とならざ
るを得ない。それは帝国主義国家同士の対立が必然化する，軍事経済の歴史
的「ビルトイン」である。この「列強抗争期＝世界大戦期」を第二期，そし
て1945~91年の「体制間対立と体制内取り込み」を基本性格とする「冷戦
期」を第三期， 「世界経済の融合化期」と名付ける「ポスト冷戦期」を第四
期とする。（「融合」概念を私は92年より用い始めたが，それは B．バラッサ
以来の「統合」概念が EU,NAFTAには適用可能なのに対して， アジア
には適用困難であり， しかもアジアでも諸国の結合関係の急進があり，これ
ら3地域全てにおける，経済結合の進展の不可避性を示す概念として使用し
ている。）この様に資本主義発展を四区分する際，私はメルクマールとして，
①蓄積主体たる支配企業の蓄積水準・組織形態」およびその「行動様式」③
支配企業が運動する場としての世界市場・世界経済」 ③ ①②によって決定
される「世界経済の全矛盾の現象形態とその解決形態」をとりわけ重視して
いる。
さらに「冷戦期」と「ポスト冷戦期」の関連については，以下のように言
うことができる。両期において，多国籍企業という蓄積（＝運動）主体は同
ーだが，対立・抗争していた一方の主役（＝社会主義）が没落することによ
り，世界経済場裡では，多国籍企業の自由な利潤追求という経済の原理が前
面に押し出されることとなり，その結果，全矛盾の解決形態は，潜在的顕在
的軍事対決から，地球大的蓄積の進行と，それがもたらす世界的貧困・自然
環境破壊・人的摩耗にたいする対決へと移行する，と。そしてもう一点指摘
すべきは， 20世紀の90年間世界中の人間を苦しめてきた軍事経済と戦争の歴
史が，それ自体の持つ非経済性によって，初めて幕が引かれる可能性が大き
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く立ち現われてきたことである。
この様な大枠の仮説設定を行なって，やっと専門領域での課題に再び取組
めるような気力がよみがえったように思える昨今である。
